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研究要旨：米国のSIDS 判例を外国判例データベース”Lexis”から、SIDS をキーワードとして、156

例抽出した。この 156 判例中には、SIDS を直接の訴訟対象としない判例も多く含まれていた。こ

れは、米国においては、日本におけるよりも遥かにSIDS が啓蒙されている為、SIDS そのものを対

象として訴訟化する事例が少なく、一般的な引用として判例中に SIDS という用語が使われる事が

多いためと推測された。更に、SIDS に特に関連の深い判例26 例を中心に、昨年度検索した日本判

例 33 例と訴訟傾向を比較した。その結果、日米における SIDS 訴訟の傾向には明らかな差異があ

り、日本では保育所や病院において SIDS か窒息かを争点とし、家族が原告となり保育所や病院を

被告とする事例が殆どであるのに対し、アメリカでは州が原告となり家族やベビーシッターを被告

として家庭での虐待か SIDS かを争点とする事例が殆どであった。又、アメリカ判例では上告率が

日本判例よりはるかに高かった。日本型の SIDS 訴訟は、キャンペーン等による SIDS の啓蒙によ

り、アメリカ型のSIDS 訴訟に移行する可能性があると思われる。

Ａ、研究目的

日本における乳幼児突然死症候群(SIDS)の訴訟

の展開は、欧米に比較して特殊であるのではな

いかという指摘がある(1)。わが国におけるSIDS

訴訟事例の多くは欧米ではみることができない

ものであり、わが国においては特に窒息とSIDS

との異動をめぐって社会問題に発展する事例が

急増しつつあることを憂慮する意見である(1)。

更に、日本における SIDS 訴訟において、家族

側の勝訴率が低いのではないかという指摘もあ

る。

日本における SIDS 判例の傾向と動向について

は既に報告されている為(2,3)、本報告において

は、アメリカにおける SIDS 判例の傾向と動向

を確認し、日米比較において上記の傾向の有無

と日本における SIDS 訴訟の特殊性を確認する

ことを目的とする。

Ｂ、研究方法

アメリカにおける SIDS 判例の抽出の為に、外

国判例データベース"Lexis"を利用し、キーワー

ドとして"SIDS"を使用した。抽出された判例に

ついて、SIDS と関連の深いものを選択し、事

例内容・判決年・原告及び被告・判決結果・上

告例数を調査し、日本の SIDS 判例と比較考察

した。

C、結果

"SIDS"をキーワードとして、外国判例データベ

ース"Lexis"から抽出された判例数は156 であっ

た。この中から、特に SIDS と関連の深い事例

を選んだところ、26 例が選択された。この 26

例中、児の死亡を伴わず SIDS を直接の対象と

しない事例は 19 例であった。これらの判例に

おいて、前記事項についての調査結果は以下の

通りであった。



１）26 例中、刑事判例が20 例、民事判例が12

例であった。19 例中、刑事判例が 19 例、民事

判例が5 例であった。

２）26 例中、1980 年代に 5 例、1990̃1994 年

に 13 例、1995 年以降に 10 例であった。19 例

中、1980 年代に5 例、1990̃1994 年に9 例、1995

年以降に6 例であった。

３）26 例中 25 例が、19 例中 19 例が上告して

いる。

４）児の死亡を伴い SIDS を直接の対象とする

19 例において、原告及び被告、上訴人及び被

上訴人は次の通りであった。

(4-1)第一審において州を原告とし死亡児の親を

被告とし、上訴審において上訴人を親とし被上

訴人を州とした事例が10 事例あった。

(4-2)第一審において州を原告とし死亡児の親を

被告とし、上訴審において上訴人を州とし被上

訴人を親とした事例が2 事例あった。

(4-3)第一審において州を原告とし死亡児の親を

被告とし、上訴審において双方から異議申し立

てをした事例が1 事例あった。

(4-4)第一審において州を原告とし医師を被告と

し、上訴審において上訴人を医師とし被上訴人

を州とした事例が1 事例あった。

(4-5)第一審において死亡児の親を原告とし州を

被告とし、上訴審において上訴人を親とし被上

訴人を州とした事例が1 事例あった。

(4-6)第一審において死亡児の親を原告とし病院

を被告とし、上訴審において上訴人を親とし被

上訴人を病院とした事例が1 事例あった。

(4-7)第一審において死亡児の親を原告とし病院

を被告とし、上訴審において上訴人を病院とし

被上訴人を親とした事例が1 事例あった。

(4-8)第一審において死亡児の親を原告とし会社

を被告とし、上訴審において上訴人を親とし被

上訴人を会社とした事例が1 事例あった。

(4-9)第一審において州を原告としベビーシッタ

ーを被告とし、上訴審において上訴人を州とし

被上訴人をベビーシッターとした事例が１事例

あった。

５）児の死亡を伴い SIDS を直接の対象とする

19 例において、判決結果は、次の通りであっ

た。

(5-1)上記(4-1)の 10 判例はいづれも家庭内にお

ける親から児への虐待・過失致死等の有無を争

点とするものである。判決において、親の子に

対する殺人が認められたものが4 例否認された

ものが1 例、親の子に対する虐待の認められた

ものが3 例否認されたものが1 例、親の子に対

する neglect が認められたものが 1 例否認され

たものが1 例、親の子に対する過失致死が認め

られたものが1 例であった。

(5-2)上記(4-2)の 2 判例において、親の子に対す

る殺人・暴行・ neglect が認められたものが 1

例、親の子に対する虐待が認められたものが 1

例であった。

(5-3)上記(4-3)の判例において、親の子に対する

殺人が認められた。

(5-4)上記(4-4)の判例において、医師の子に対す

る殺人が認められた。

(5-5)上記(4-5)の判例において、親の子に対する

殺人が認められた。

(5-6)上記(4-6)の判例において、病院側に責任な

しと認められた。本判例においては、SIDS の

可能性もあるとされた。

(5-7)上記(4-7)の判例において、病院側に支払い

が要請された。本判例においては、SIDS では

ないとされた。

(5-8)上記(4-8)の判例において、親から会社に対

する控訴は棄却された。

(5-9)上記(4-9)の判例において、ベビーシッター

の子に対する過失致死は否認された。本判例に

おいては、児の死因の一つとして、SIDS の可

能性もあるとされた。

考察

日本判例においては、家族が原告となり病院や

保育所等を被告とし SIDS か過失致死による窒

息かを争う SIDS 判例が殆どである。アメリカ

判例において同様の事例は 20 例中 2 例認めら



れたにすぎない。この 2 例において、SIDS で

あることあるいはSIDSの可能性があることは、

免責に影響している。この2 例の中で1 例につ

いては家族側が勝訴している。

アメリカ判例においては、家庭内において死亡

児の親から死亡児に対する虐待があったかどう

かを争点とする SIDS 判例が最も多く、このよ

うな判例は現在の日本では少ない。日本はSIDS

に関しても小児虐待に関しても後進国であり、

その正確な把握は現在において未だなされてい

ない。このようなアメリカ型の判例は今後日本

においても増加するのではないかと思われる。

これらのアメリカ判例において、虐待と SIDS

との鑑別は、虐待を示唆する積極的な所見の有

無が判決を左右しており、殆どの事例で親の児

への殺人・暴行・遺棄致死が認められていた。

又、これらの判例において、原告が州であるこ

とも注目され得る。

また、アメリカ判例では、死亡児の親が製薬会

社や乳幼児製品を取り扱う会社等に対して訴訟

をおこしている判例がある。これらの数は少な

いが、訴訟大国であるアメリカの一面をあらわ

すものと言えよう。

上告率についても、日米間で大きな相違があり、

アメリカにおいては SIDS を直接の訴訟対象と

した事例全例が控訴され上告されているのに対

し、日本においては上告は 33 判例中 1 例のみ

（3.0%)であった(3)。今後、日本においてもSIDS

判例の上告は増加するのではないかと思われる。

更に、SIDS を直接の訴訟対象としないながら、

判例中に SIDS が使われた判例は 100 件以上に

のぼり、アメリカ社会において SIDS という疾

患が広く啓蒙されていることを物語っている。

Ｅ、結論

日米における SIDS 訴訟の傾向には明らかな差

異があり、日本では保育所や病院においてSIDS

か窒息かを争点とし、家族が原告となり保育所

や病院を被告とする事例が殆どであるのに対し、

アメリカでは州が原告となり家族やベビーシッ

ターを被告として家庭での虐待か SIDS かを争

点とする事例が殆どであった。又、アメリカ判

例では上告率が日本判例よりはるかに高かった。

日本型の SIDS 訴訟は、キャンペーン等による

SIDS の啓蒙により、アメリカ型のSIDS 訴訟に

移行する可能性があると思われる。
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